
別紙
欄に記入してください

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　温室効果ガス削減実施状況報告書

１　事業の概要

（１）事業所の名称
　

（２）事業所の所在地

（３）業種

２　計画の期間

　　

　株式会社ＤＮＰファインオプトロニクス　三原東工場

　広島県三原市沼田西町小原７３－１

　２８９９　その他電子部品・デバイス・電子回路製造業

　本計画の期間は，平成17(2005)年度を基準年度とし，平成26(2014)年度から令和２(2020)年度
までの７年間とする。



３　温室効果ガスの総排出量に関する数量的な目標の達成状況

　《排出量を削減目標とする場合》
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              　単位：排出量（t-CO2），削減率（％）

平成１７年度
(2005)

平成28年度
(2016)

平成29年度
(2017)

平成30年度
(2018)

令和元年度
(2019)

令和2年度
(2020)

76,555 74,187 76,071 71,545 53,607

48.3 49.9 48.6 51.7 63.8

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2,660

0.0 0.0 0.0 0.0

76,555 74,187 76,071 74,205 53,607

48.3 49.9 48.6 49.9 63.8

実績に対する
自己評価

※　削減率(c)＝((b)-(a))/(a)×100　　削減量の対基準年度比(e)=((a)-(d))/(a)×100

　《原単位を削減目標とする場合》

　　原単位算定に用いた指標： 　※令和３年度 定期報告書にて原単位指標見直し

平成　年度
(　　)

平成28年度
(2016)

平成29年度
(2017)

平成30年度
(2018)

令和元年度
(2019)

令和2年度
(2020)

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

60.75 61.12 55.89 54.36 54.46

実績に対する
自己評価

※　削減率(c)＝((b)-(a))/(a)×100　　削減量の対基準年度比(e)=((a)-(d))/(a)×100

0.0

エネルギー
起源CO2

非エネルギー
起源CO2

メタン

一酸化二窒素

その他
温室効果ガス

147,968

0.0

その他
温室効果ガス 0.0

温室効果ガス
排出量総計

0.0

一酸化二窒素
0.0

メタン

目標年度

0.0

(10.0)

133,171

0.0

令和　年度
(　　)

エネルギー
起源CO2 0.0

基準年度実
排出量（a）

令和2年度
(2020)

上段：見込量（b）

非エネルギー
起源CO2

0.0

0.0

147,968

温室効果ガス
の種類

基準年度の
実績（a）

目標年度

上段：目標（b）

下段：削減率（c）

投入メーター数（ｋｍ）

生産ラインの稼働に合わせた設備の運転/停止を中心とした省エネ活動を実施しており、
主要製品の生産ライン稼働低下に伴い、エネルギー使用量も減少し、対前年比74.9％となっ
た。

計画期間の実績
（上段:原単位実績(ｄ)，下段：削減量の対基準年度比（e）)

温室効果ガス
の種類

下段：削減率（c）

計画期間の実績
（上段:実排出量(ｄ)，下段：削減量の対基準年度比（e）)

温室効果ガス
みなし排出量

133,171

(10.0)
温室効果ガス
実排出量総計

エネルギー消費原
単位（原油換算

kl） 0.0



４　温室効果ガスの排出の抑制に係る具体的な取組の実施状況

　○　温室効果ガスの排出抑制に向けた取組

1 燃料使用量の削減

2 電力使用量の削減

3

4

○　温室効果ガスみなし排出量の抑制に関する取組（環境価値の活用等）

1

2

3

○　その他の取組

1 産業廃棄物削減

2

3

※　環境に配慮した実践的な取組などをされていれば記入してください。

具体的な取組項　目 削減量等

電力使用量を年1.0％削減

燃料使用量を年1.0％削減

・不要設備の停止
・設備機器の適正運転
・照明LED化　　　　　　　　　　　　 等

・効率の良い設備の稼働率ＵＰ
・冷凍機の更新検討
・温湿度設定や運転状況の見直し　　　等

種　　類 合計量

具体的な取組項　目 削減量等
ゼロエミッション
(最終処分場利用率0.5％以下)
を維持

設備、技術、生産工程の改善
分別回収、リサイクルの推進


